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１．12 年 9 月中間期の業績(平成 12 年 4 月１日～平成 12 年 9 月 30 日) 
(1)経営成績         記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
  売上高 営業利益 経常利益 
 
12 年 9 月中間期 
11 年 9 月中間期 

百万円 
１７２，０８３ 
１６５，３７７ 

％ 
   4.1 
   1.7 

百万円 
７，３２９ 

４２４ 

％ 
1,627.7 
 △85.3 

百万円 
７，２７４ 

△１，２２９ 

％ 
   ―  
   ―  

12 年 3 月期 ３５２，４０６  ６，０６５   ３，１８９   

 
 中間（当期）純利益 

１株当たり中間 
（当期）純利益 

 
12 年 9 月中間期 
11 年 9 月中間期 

百万円 
５，４５８ 
△７８８ 

％ 
  ― 
  ― 

円    銭 
９ ７２ 

△１  ４０ 
12 年 3 月期 ２，７０７   ４  ８２  

（注）①期中平均株式数     12 年 9 月中間期  561,798,748 株    11 年 9 月中間期  561,778,882 株 
      ②会計処理の方法の変更    無                              12 年 3 月期      561,782,999 株 
      ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
  
(2)配当状況 
 １株当たり 
 中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 
12 年 9 月中間期 
11 年 9 月中間期 

   円    銭 
３ ００ 
２ ５０ 

円    銭 
― 
― 

12 年 3 月期 ― ５  ００  
 
(3)財政状態 
 

総資産

 

株主資本

 

株主資本比率

 
１株当たり 
株主資本 

 
12 年 9 月中間期 
11 年 9 月中間期 

百万円 
６２２，０４１ 
５４０，８８１ 

百万円 
２６４，２０８ 
２２２，０４７ 

％ 
             42.5 
             41.1 

              円    銭 
      ４７０  ２９ 
      ３９５  ２６ 

12 年 3 月期     ５４２，４９１     ２２４，１４３              41.3      ３９８  ９８ 
(注) 期末発行済株式数 12 年 9 月中間期 561,801,577 株 11 年 9 月中間期 561,780,829 株 
    12 年 3 月期 561,790,260 株 
２．13 年 3 月期の業績予想(平成 12 年 4 月 1 日～平成 13 年 3 月 31 日) 
 １株当たり年間配当金 
 

売上高 経常利益 当期純利益 
期 末  

 
通 期 

百万円 
３５５，０００ 

百万円 
１５，０００ 

百万円 
 １０，０００ 

円   銭 
３  ００ 

円   銭 
６  ００ 

(参考)1 株当たり予想当期純利益(通期) 17 円 80 銭 
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比 較 貸 借 対 照 表  
 

(単位 百万円) 

科   目

 
当 中 間 期 

(平成12年 9月 30日) 

前年中間期 
(平成11年 9月 30日) 

前      期 
(平成12年 3月 31日) 

 比 較 増 減 
対 前 期 

(資 産 の 部 )  
流 動 資 産  

 
２４３，７７１ 

 
３００，２２４ 

 
３００，０８２ 

  
△５６，３１１ 

現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
有 価 証 券 
自 己 株 式 
棚 卸 資 産 
未 収 入 金 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 の 流 動 資 産 
貸 倒 引 当 金 

 
固 定 資 産  

６，０２０ 
５，７３５ 

１２２，６１０ 
３２，２４０ 

１ 
３７，７１２ 
１７，０２１ 
１，９５１ 

２０，７００ 
△２２２ 

 
３７８，２６９ 

２，２５５ 
１２，１２７ 

１０２，４７８ 
１１６，８４５ 

３ 
４０，３２３ 
１４，９８１ 
１，８９３ 
９，９２７ 
△６１２ 

 
２４０，６５６ 

２，６０５ 
１２，０７９ 

１１４，０５９ 
１０６，７６３ 

２ 
３８，１４２ 
１５，５９６ 
１，６２９ 
９，８７５ 
△６７１ 

 
２４２，４０９ 

 ３，４１５ 
△６，３４４ 
８，５５１ 

△７４，５２３ 
△１ 

△４３０ 
１，４２５ 

３２２ 
１０，８２５ 

４４９ 
 

１３５，８６０ 
 
有 形 固 定 資 産  

 
９９，１１０ 

 
９９，６５７ 

 
９７，４９６ 

  
１，６１４ 

建 物 及 び 構 築 物 
機 械 装 置 
車 両 運 搬 具 
工 具 器 具 備 品 
土 地 
建 設 仮 勘 定 

 
無 形 固 定 資 産  

２９，５２８ 
４８，４０３ 

２７０ 
３，０１４ 

１４，７５８ 
３，１３４ 

 
１，２８６ 

３０，９２３ 
４７，２３７ 

３９０ 
２，９７２ 

１４，７９８ 
３，３３４ 

 
１，２２１ 

３０，１４１ 
４５，７００ 

３１２ 
２，８１８ 

１４，７９２ 
３，７３１ 

 
１，２１４ 

 △６１３ 
２，７０３ 

△４２ 
１９６ 
△３４ 

△５９７ 
 

７２ 
 

投  資  等  
 

２７７，８７２ 
 

１３９，７７８ 
 

１４３，６９７ 
  
１３４，１７５ 

投 資 有 価 証 券 
子 会 社 株 式 
自 己 株 式 
長 期 貸 付 金 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 の 投 資 等 
貸 倒 引 当 金 

１３１，４９７ 
１３９，６０６ 

３４３ 
２，７３０ 

－ 
４，８６９ 

△１，１７５ 
 

６，２６６ 
１１９，６０５ 

－ 
２，２９５ 
７，４０５ 
５，１７１ 
△９６６ 

 

７，０９０ 
１２２，２８５ 

－ 
２，７４３ 
７，４７０ 
５，０３２ 
△９２３ 

 

 １２４，４０７ 
１７，３２１ 

３４３ 
△１３ 

△７，４７０ 
△１６３ 
△２５２ 

 
資 産 合 計 ６２２，０４１ ５４０，８８１ ５４２，４９１  ７９，５５０ 
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(単位 百万円) 

科   目

 
当 中 間 期 

(平成12年 9月 30日) 

前年中間期 
(平成11年 9月 30日) 

前      期 
(平成12年 3月 31日) 

 比 較 増 減 
対 前 期 

(負 債 の 部 )  
流 動 負 債  

 
１８６，１７７ 

 
１５３，２０７ 

 
１８２，０２６ 

  
４，１５１ 

支 払 手 形 
買 掛 金 
短 期 借 入 金 
社 債 
転 換 社 債 
未 払 金 
未 払 法 人 税 等 
未 払 費 用 
そ の 他 の 流 動 負 債 

 
固 定 負 債  

１１，２０１ 
７９，７５６ 
４３，７２５ 
３０，０００ 

－ 
６，３６８ 
１，４９５ 

１２，７３１ 
８９９ 

 
１７１，６５５ 

２６，４７６ 
５１，５４２ 
４５，５４５ 
１０，０００ 

７ 
６，１１２ 

８５ 
１２，１８８ 
１，２４９ 

 
１６５，６２６ 

３０，１８０ 
５８，７６６ 
４４，３７２ 
３０，０００ 

－ 
３，８５１ 
２，７８１ 

１１，００９ 
１，０６４ 

 
１３６，３２１ 

 △１８，９７９ 
２０，９９０ 

△６４７ 
－ 
－ 

２，５１７ 
△１，２８６ 
１，７２２ 
△１６５ 

 
３５，３３４ 

社 債 
転 換 社 債 
長 期 借 入 金 
長 期 前 受 収 益 
適格退職年金過去勤務債務 
退 職 給 与 引 当 金 
退 職 給 付 引 当 金 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 
繰 延 税 金 負 債 
そ の 他 の 固 定 負 債 

 

１００，０００ 
１７，２７２ 
１７，０６０ 

－ 
－ 
－ 

１７，４６６ 
１， ３１０ 
１８，０４１ 

５０５ 

１１０，０００ 
１７，２８３ 
１４，３００ 

９ 
１２，７２０ 
１０，５７３ 

－ 
３６６ 

－ 
３７３ 

 

８０，０００ 
１７，２７８ 
１４，３００ 

－ 
１３，４１０ 
１０，５３６ 

－ 
４２４ 

－ 
３７２ 

 

 ２０，０００ 
△６ 

２，７６０ 
－ 

△１３，４１０ 
△１０，５３６ 
１７，４６６ 

８８６ 
１８，０４１ 

１３３ 
 

負 債 合 計 ３５７，８３３ ３１８，８３４ ３１８，３４８  ３９，４８５ 
(資 本 の 部 )  
資  本  金  

 
６７，１７０ 

 
６７，１６４ 

 
６７，１６７ 

  
３ 

 
法 定 準 備 金  

 
９２，２７８ 

 
９１，９８２ 

 
９２，１２５ 

  
１５３ 

資 本 準 備 金 
利 益 準 備 金 

 
剰  余  金  

８２，３５４ 
９，９２４ 

 
６８，６６４ 

８２，３４８ 
９，６３３ 

 
６２，８９９ 

８２，３５１ 
９，７７４ 

 
６４，８５１ 

 ３ 
１５０ 

 
３，８１３ 

任 意 積 立 金 
中間（当期）未処分利益 

６１，８８４ 
６，７８０ 

６１，９８２ 
９１７ 

６１，９８２ 
２，８６９ 

 △９８ 
３，９１１ 

( うち当期純利益又は 
当 期 純 損 失 ( △ ) ) 

(５，４５８) ( △７８８) (２，７０７)  (２，７５１) 

 
評 価 差 額 金  

 
３６，０９５ 

 
－ 

 
－ 
  

３６，０９５ 
その他有価証券評価差額金 

 
３６，０９５ 

 
－ 
 

－ 
 
 ３６，０９５ 

 
資 本 合 計 ２６４，２０８ ２２２，０４７ ２２４，１４３  ４０，０６５ 
負 債 及 び 資 本 合 計 ６２２，０４１ ５４０，８８１ ５４２，４９１  ７９，５５０ 
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比 較 損 益 計 算 書  
  

(単位 百万円) 

科   目 

当 中 間 期 
 自 平成 12 年 4 月 1 日 
 至 平成 12 年 9 月 30 日 

前年中間期 
 自 平成 11 年 4 月 1 日 
 至 平成 11年 9月 30日 

前      期 
 自 平成 11 年 4 月 1 日 
 至 平成 12年 3月 31日  

比 較 増 減 
対前年中間期 

 金 額 
対売上高 
比 率 

金 額 
対売上高 
比 率 

金 額 
対売上高 
比 率 

 金 額 増減率 

(経 常 損 益 の 部 ) 
営業損益の部 
売 上 高 
売 上 原 価 
販売費及び一般管理費 
営 業 利 益 

 
 

１７２，０８３ 
１４６，４０９ 
１８，３４５ 
７，３２９ 

％ 
 

100.0 
85.1 
10.6 
4.3 

 
 

１６５，３７７ 
１４４，１５６ 
２０，７９７ 

４２４ 

％ 
 

100.0 
87.1 
12.6 
0.3 

 
 

３５２，４０６ 
３０４，０８８ 
４２，２５３ 
６，０６５ 

％
 

100.0 
86.3 
12.0 
1.7 

  
 

６，７０６ 
２，２５３ 

△２，４５２ 
６，９０５ 

％
 

4.1 
1.6 

△11.8 
1627.7 

営業外損益の部 
営 業 外 収 益 

 
５，６２３ 

 
3.2 

 
３，０５３ 

 
1.8 

 
５，９４１ 

 
1.7 
  
２，５７０ 

 
84.2 

受取利息及び配当金 
雑 益 

営 業 外 費 用 

３，１９４ 
２，４２８ 

５，６７７ 

1.8 
1.4 

3.3 

２，１５４ 
８９８ 

４，７０６ 

1.3 
0.5 

2.8 

３，８８０ 
２，０６０ 

８，８１６ 

1.1 
0.6 

2.5 

 １，０４０ 
１，５３０ 

９７１ 

48.3 
170.2 

20.6 
支払利息及び割引料 
雑 損 

経 常 利 益 

２，６８３ 
２，９９４ 

７，２７４ 

1.6 
1.7 

4.2 

２，７６７ 
１，９３９ 

△１，２２９ 

1.7 
1.1 

△0.7 

５，４７３ 
３，３４３ 

３，１８９ 

1.6 
0.9 

0.9 

 △８４ 
１，０５５ 

８，５０３ 

△3.1 
54.4 

－ 

(特 別 損 益 の 部 ) 
特別利益 １８，０９６ 10.5 １２，７７６ 7.7 ２０，２７２ 5.8 

 

５，３２０ 41.6 
 
 

有 価 証 券 売 却 益 
退職給付信託設定益 
固 定 資 産 売 却 益 

特別損失 

１，１１３ 
１６，９８３ 

－ 

１９，２８０ 

0.6 
9.9 
－ 

11.2 

６，８４９ 
－ 

５，９２７ 

１３，２６５ 

4.1 
－ 
3.6 

8.0 

１４，００３ 
－ 

６，２６８ 

１７，８０９ 

4.0 
－ 
1.8 

5.1 

 

△５，７３６ 
１６，９８３ 
△５，９２７ 

６，０１５ 

△83.8 
－ 
－ 

45.4 
子 会社株式売却損 
子会社株式評価損等 
退職給付変更時差異償却 
事 業構造改善費用 
有 価 証 券 評 価 損 
希望退職関連費用 

税 引 前 中 間 ( 当 期 ) 
純利益又は純損失(△ ) 

１３１ 
２，１８５ 

１６，９６３ 
－ 
－ 
－ 
 

６，０９０ 

0.1 
1.3 
9.8 
－ 
－ 
－ 
 

3.5 

－ 
－ 
－ 

２，３６９ 
４７２ 

１０，４２３ 
 

△１，７１７ 

－ 
－ 
－ 
1.4 
0.3 
6.3 
 

△1.0 

－ 
１，７３８ 

－ 
３，８７４ 
１，７７３ 

１０，４２３ 
 

５，６５３ 

－ 
0.5 
－ 
1.1 
0.5 
3.0 
 

1.6 

 １３１ 
２，１８５ 

１６，９６３ 
△２，３６９ 
△ ４７２ 

△１０，４２３ 
 

７，８０７ 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
 

－ 

法人税､住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額 

１，８００ 
△１，１６７ 

1.0 
△0.7 

２２３ 
△１，１５２ 

0.1 
△0.6 

３，９００ 
△９５３ 

1.1 
△0.3 

 １，５７７ 
△１５ 

705.1 
1.3 

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

５，４５８ 3.2 △７８８ △0.5 ２，７０７ 0.8  ６，２４６ － 

前 期 繰 越 利 益 
中 間 配 当 額 
利 益 準 備 金 積 立 額 

１，３２２ 
－ 
－  

１，７０６ 
－ 
－  

１，７０６ 
１，４０４ 

１４０ 

  

  
 

中間(当期)未処分利益 
 

６，７８０ 
  

９１７ 
  

２，８６９ 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

１． 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
製品及び材料は総平均法による低価法、仕掛品は総平均法による原価法であります。  

２． 有価証券の評価基準及び評価方法 
  子会社株式及び関連会社株式は、移動平均法による原価法であります。 
 その他有価証券 
  時価のあるもの：中間決算日の市場価格等に基づく時価法であります。（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
  時価のないもの：移動平均法による原価法であります。 

３． 固定資産の減価償却方法 
有形固定資産は定率法、無形固定資産は定額法であります。 

  ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)については定額法を採用し
ております。 

４． 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 
      一般債権については貸倒実績率により、また貸倒懸念債権、特定の債権については回収可能性
を勘案して個別に貸倒見積額を計上しております。 

 
(2) 退職給付引当金 
  従業員への退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
 なお会計基準変更時差異については一時に費用処理しております。 
 

(3) 役員退職慰労引当金 
   役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上し
ております。 

     この役員退職慰労引当金は商法第２８７条ノ２の引当金であります。 

５． リース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

６． 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円価に換算し、換算差額は損益として処
理しております。 

 
７． 重要なヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 
   為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについて
は特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

 
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
   ヘッジ手段    ヘッジ対象 

為替予約     外貨建債権 
金利スワップ   借入金 

 
(3) ヘッジ方針 
   当社は、財務上のリスク管理対策の一環として、デリバティブ取引を行っております。外貨建
債権の為替変動リスクを軽減する目的で為替予約取引を、また、借入金の金利変動リスク軽減の
為に金利スワップ取引を行うものとしております。 

８． 消費税等の会計処理 
   税抜方式であります。 
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（追 加 情 報） 
 
（退職給付会計） 
 当中間期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業
会計審議会 平成 10 年 6 月 16 日））を適用しております。 
この結果、従来の方法によった場合と比較して、退職給付費用が 17,065 百万円増加し、経常利益は 102
百万円、税引前中間純利益は17,065百万円減少しますが、当社保有株式による退職給付信託を設定し、
退職給付信託設定益 16,983 百万円を計上した結果、税引前中間純利益は 82 百万円の減少となってお
ります。 
 また退職給与引当金及び適格退職年金過去勤務債務は、退職給付引当金に含めて表示しております。 
 
（金融商品会計） 
  当中間期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業
会計審議会  平成 11 年 1 月 22 日））を適用しております。 
この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益及び税引前中間純利益は 1,919 百万円増加
しております。 
  また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、その他有価証券に含まれている債券のう
ち１年内に満期の到来するものは流動資産の有価証券として、それら以外は投資有価証券として表示
しております。 
この結果、流動資産の有価証券は 123,634 百万円減少し、投資有価証券が同額増加しております。 
  
（外貨建取引等会計基準） 
当中間期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意

見書」（企業会計審議会 平成 11 年 10 月 22 日））を適用しております。 
なお、この変更に伴う損益への影響は軽微であります。 
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（貸借対照表の注記） 

                                          （当 中 間 期）       （前年中間期）       （前 期）  

１．有形固定資産の減価償却累計額      ２５４，３１４百万円  ２５０，２７４百万円  ２５３，３０６百万円 

 

２．保   証   債   務   等                １０，９０４百万円    １２，６３４百万円    １１，２６９百万円 

 

３．転換社債の転換による新株発行額                  ５百万円         ３百万円         ８百万円 

転換社債の転換による資本組入額                  ２百万円         １百万円         ４百万円 

 

４．発 行 済 株 式 数 の 増 加 

転換社債の転換による増加                      １１千株          ５千株         １５千株 

 

（リース取引の注記） 

         リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

                                         （当 中 間 期）        （前年中間期）        （前 期）  

                                          工具器具備品等         工具器具備品等         工具器具備品等   

    ①取 得 価 額 相 当 額               ５，７２６百万円       ５，８２０百万円       ５，８３９百万円  

      減価償却累計額相当額               ３，５７４百万円       ３，１５１百万円       ３，４４９百万円 

      期 末 残 高 相 当 額               ２，１５２百万円       ２，６６８百万円       ２，３８９百万円 

 

    ②未経過リース料期末残高相当額 

                        １  年  内       １，０４０百万円       １，２１６百万円       １，１８７百万円 

                        １  年  超       １，１１１百万円       １，４５２百万円       １，２０１百万円 

                        合      計       ２，１５２百万円       ２，６６８百万円       ２，３８９百万円 

 

    ③支払リース料（減価償却費相当額）       ６６３百万円           ６３７百万円       １，２８８百万円 

 

    ④減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

    ⑤リース物件の取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末残高等に占める未 

      経過リース料期末残高相当額の割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 
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有価証券 

 

１． 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの                        (単位：百

万円) 

種  類 中間貸借対照表計上額 

(平成12年9月30日現在) 
時  価 差  額 

子会社株式 － － － 

関連会社株式 2,692 7,344 4,652 

              合  計 2,692 7,344 4,652 

 

２． その他の有価証券で時価のあるもの                                            (単位：百

万円) 

種  類 取得原価 中間貸借対照表計上額 

(平成 12 年 9 月 30 日現在) 
差  額 

(1)株式 60,495 123,031 62,536 

(2)債券    

   国債・地方債等 － － － 

 社債 335 324 △10 

 その他 － － － 

(3)その他 710 637 △72 

        合  計 61,540 123,993 62,452 

 

３． 時価評価されていない主な「有価証券」(上記１を除く)の内容及び中間貸借対照表計上額 

                                                            (単位：百万円) 

 中間貸借対照表計上額 

(平成 12 年 9 月 30 日現在) 
摘  要 

子会社株式及び関連会社株式   

 子会社株式 139,606  

 関連会社株式 3,217  

その他の有価証券   

 非上場株式・出資金等 1,454 (店頭売買株式を除く) 

 非上場債券 500  

 ﾏﾈｰ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・ﾌｧﾝﾄﾞ 30,010  

 ﾌﾘｰ・ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ･ﾌｧﾝﾄﾞ 1,207  

 中期国債ファンド 1,008  
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(有価証券及びデリバティブ取引に関する状況) 
 
１． 有価証券 
 
    ※当中間連結会計期間に係る「有価証券」及び前連結会計年度に係る「有価証券の時価等」について

は、決算短信（連結）の中間連結財務諸表における注記事項として記載しております。 
                                                (単位 百万円) 

前年中間期(平成 11 年 9 月 30 日現在) 
種 類 

貸借対照表計上額 時価 評価損益 

(1)流動資産に属するもの 
株           式 
債           券 
そ     の    他 

 
71,276 
1,069 
3,286 

 
158,474 

972 
3,189 

 
87,197 
△96 
△97 

小           計 75,633 162,636 87,003 

(2)固定資産に属するもの 
株           式 
そ     の    他 

 
1,026 
399 

 
5,922 
398 

 
4,896 

0 

小           計 1,425 6,321 4,895 

合 計 77,059 168,957 91,898 

(注) １．時価の算定方法  
 上 場 有 価 証 券 主に、東京証券取引所の最終価格によっております。 
 店 頭 売 買 有 価 証 券 日本証券業協会が公表する売買価格によっております。 
 
 

非上場の証券投資信託の受益証券 基準価格によっております。 

 
 
２． 流動資産に属する株式には自己株式を含めて表示しております。 
        なお、評価損益は次のとおりであります。      前年中間期  0 百万円      
 

 ３．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額 
(流動資産に属するもの)     前年中間期 
残 存 償 還 期 間 が 1 年 以 内 の 非 上 場 債 券 等 １，０００百万円 
クローズド期間内の証券投資信託の受益証券等 ４０，２１５百万円 
(固定資産に属するもの)  
非 上 場 株 式 ・ 出 資 金 １２３，８３２百万円 
クローズド期間内の証券投資信託の受益証券等 ６１４百万円 
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２． デリバティブ取引の状況 
 
    ※当中間連結会計期間及び前連結会計年度に係る「デリバティブ取引」については、決算短信（連結）

の中間連結財務諸表における注記事項として記載しております。 
 
 金利関連 

 (単位 百万円) 

 前年中間期(平成11年9月30日現在) 

種       類 契 約 額 等 
区 

 

分 

  う ち 一 年 超 
時 価 評 価 損 益 

金 利 ス ワ ッ プ 取 引     

 受 取 固 定 ・ 支 払 変 動 23,760 20,000 1,804 1,804 

 支 払 固 定 ・ 受 取 変 動 21,500 21,500 △1,694 △1,694 

市
場
取
引
以
外
の
取
引  受 取 固 定 ・ 支 払 固 定 5,000 5,000 11 11 

合 計 50,260 46,500 121 121 

 (注) 時価は、金利スワップ取引を約定した金融機関から提示された評価額によっております。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


